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軌道部材の動特性（質量，剛性，減衰係数）を同定できれば，軌道部材の劣化程度の定量化や，振動・

騒音対策の検討に役立つことが期待される．しかし，軌道パッドのような軌道部材の動特性は室内試験で

評価されることが一般的であり，敷設供用下の状態を反映した動特性を得ることは容易でない．そこで本

研究では，周波数応答関数から特性行列を同定する実験的同定法を適用して，衝撃加振試験により軌道部

材の動特性を同定する実用的手法を検討した．そのために，実際の加振試験を想定した数値シミュレーシ

ョンを行い，測定値に含まれるノイズが動特性の同定精度に与える影響を把握した．さらに，実軌道で衝

撃加振試験を行い，得られた周波数応答関数を用いて軌道パッドの動特性を同定し，同手法の有効性を検

証した． 
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frequency response function 

 
 
1. はじめに 
 
軌道を構成する軌道パッド，道床等の部材（以下，軌

道部材）は，供用に伴い劣化が進行する．そのため，軌

道の維持管理においては，これらの劣化程度を把握する

ことが重要である．一方，例えば軌道パッドの材料特性

は，室内試験で評価されることが一般的であり 1) 2)，敷

設供用下の荷重・支持状態を反映することが困難なため，

評価結果の利用には制限を受ける．ここで，敷設供用下

の軌道部材の動特性（質量，剛性，減衰係数）を容易に

同定できれば，軌道部材の劣化程度に関する定量的な評

価が可能となり，材料交換による振動・騒音対策の検討

にも役立つことが期待される． 
軌道部材の動特性を評価する室内試験や現地試験では，

実用性と簡便性の観点から加振試験が行われる場合が多

い．室内試験の例に，軌道パッドで支持した物体の共振

周波数を用いる場合 3)がある．敷設供用下の軌道を対象

とした現地試験では，軌道の周波数応答関数（以下，

FRF）を用いる場合例えば4)があるが，多様な軌道構造や軌

道条件に対する適用性は十分に明らかでない．その他，

加振試験と FEM解析を併用し，両者の FRFを照合して

動特性を同定する手法 5)も提案されているが，軌道の維

持管理に活用する場合，モデル化の手間が懸念される． 
そこで本研究では，敷設供用下の軌道部材の動特性を

同定する実用的手法を開発するための基礎検討として，

加振試験の結果のみを用い，大自由度系への適用性も高

い実験的同定法を適用した手法を検討し，実軌道への適

用性を検証した．そのために，まず実際の加振試験を想

定した数値シミュレーションを行い，測定ノイズが動特

性の同定精度に与える影響を把握した．さらに，営業線

の実軌道で加振試験を行い，同手法の有効性を検証した． 
 

2. 動特性同定手法の検討 
  
 一般に走行荷重による軌道や車両の動的応答特性につ

いては，弾性床上の梁理論に基づくレールの有効長また

は有効質量の概念 6)を用いた質点モデルによる検討が多

く行われ，マルチボディダイナミクス等の車両・軌道の

運動解析に適用された事例 7)もある．同手法では，動的

な軌道の変形形状が静的なそれと同一になるという仮定

のもと，連続単純弾性支持されたレールを等価な質量・

剛性を有する質点系モデルに換算する．しかし，高周波
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領域では上記の仮定が必ずしも成立しないことや，レー

ルの質量を算出する際に質量と弾性を有する支承体の構

造特性を十分に反映し得ない等の理由から，実軌道の支

持条件を正確に反映していないことが指摘されている 8)． 
一方，軌道の動特性を実験的に評価する方法として，

軌道上に輪軸を落下させて軌道各部の動特性を把握する

輪軸落下試験 9)が有効とされている．これまでに，輪軸

落下試験の結果をもとに，実用的な算定式を用いて軌道

のばね係数や減衰係数等を求める手法 9)や，軌道の動的

応答モデルを用いた数値シミュレーションにより動特性

を評価する手法 10) 11)が検討されてきた．しかし，輪軸落

下試験は輪軸およびこれを落下させるための設備を要す

るため，営業線で容易に実施できる方法とは言い難い． 
ここで，振動実験により対象構造物の振動系を同定す

る手法は多数検討されている．この手法は実験的同定法

と呼ばれ，求める特性に応じて大きく 2種類に分けられ
る．1 つは実験モード解析と呼ばれ，加振試験で得られ
た構造物の伝達関数に適合するようにモードパラメータ

を決定する手法である．モードパラメータは，振動現象

の把握を容易としトラブルシューティングに便利である

が，構造物の動特性（質量，剛性，減衰係数）を直接表

現する量ではないため，結果の利用には制限を受ける 12)． 
2 つ目は，構造物の応答から特性行列を直接同定する

手法である．ここで特性行列とは，振動系を運動方程式

で記述した際の質量，剛性，減衰行列の総称である．同

手法は，大熊ら 13)による方法に代表され，振動系の各要

素の動特性を直接求めることができるため，鉄道車両の

パラメータ同定への適用が検討された事例 14)もある．一

方，実験誤差を含む加振試験の結果から真の特性を同定

することが困難という課題もある 15)． 
そこで本研究では，FRFを用いて特性行列を直接同定

する実験的同定法の適用を検討した．なお，衝撃加振試

験で得たFRFに対してカーブフィッティングを行い，動
特性を同定する方法 4)も考えられるが，本研究で用いる

手法は繰り返し計算が不要であり，自由度を大きくした

場合でも適用性が高いと考えられる． 
 
3. 動特性同定手法の概要 
  
本研究では，加振試験において軌道各部の加速度を観

測することを想定し，FRFのうち加速度と入力の比で表
されるアクセレランスを用いた実験的同定法を適用する． 
 
(1) 質点系の振動モデル 
アクセレランスを用いた実験的同定法を軌道部材の動

特性の同定に適用するにあたり，図-1 に示す単純な質

点モデルで軌道を表現する． 

図-1(a)は PCまくらぎ直結軌道を想定した 1自由度系
であり，図中の𝑚はレールの質量，𝑘は軌道パッド剛性，

𝑐は軌道パッド減衰係数，𝑥(𝑡)はレールの時刻歴応答変

位，𝑓(𝑡)はレールに作用する加振力である． 
図-1(b)はバラスト軌道や弾性まくらぎ直結軌道を想

定した 2 自由度系であり，図中の𝑚1と𝑚2はまくらぎと

レールの質量，𝑘1と𝑘2は道床バラストと軌道パッドの

剛性，𝑐1と𝑐2は道床バラストと軌道パッドの減衰係数，

𝑥1(𝑡)と𝑥2(𝑡)はまくらぎとレールの時刻歴応答変位であ

る．なお，上記に述べた各物理量は，いずれも軌道片側

の値である．また，軌道パッド剛性は，実際にはレール

締結装置が有する剛性との合算値である．  
 
(2) 特性行列の同定手法 

FRFを用いた特性行列の同定手法の概要を以下に示す．
まず，一般粘性減衰を仮定した多自由度振動系の運動方

程式は以下のように表される． 

          ( ) ( ) ( ) ( )M x t C x t K x t f t+ + =    (1) 

ここに， ( )x t は応答変位ベクトル， ( )f t は加振力ベ

クトル， M は質量行列， C は減衰行列， K は剛性

行列である．次に，式(1)をラプラス変換の形式で書き
変えると，以下のように表される． 

     ( )   2 ( ) ( )M s C s K X s F s+ + =    (2) 

ここに， s はラプラス演算子， ( )X s と ( )F s はそれぞ

れ応答変位ベクトルと加振力ベクトルのラプラス変換を

表す．次に，式(2)の ( )F s を入力， ( )X s を出力とみなし

て， ( )X s に関する式に変形すると，以下を得る． 

       ( )  
12( ) ( )X s M s C s K F s
−

= + +    (3) 

ここに，式(3)の右上の添え字”-1”は逆行列を表す．次に，
軌道の加振試験では出力として加速度を観測することを

想定し，式(3)を以下のように変形する． 

       ( )  
12 2 2( ) ( )s X s s M s C s K F s
−

= + +     (4) 

  

(a) 1自由度系     (b) 2自由度系 

図-1 軌道の質点モデル 
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次に， j を虚数単位，を角周波数（rad/s）として，
式(4)において s j= を代入すると，以下を得る． 

       ( )  
12 2 2( ) ( )X j M j C K F j     
−

− = − − + +      (5) 

ここで，式(5)の左辺は応答変位ベクトルの 2回微分の形
で応答加速度ベクトルとなる．アクセレランス ( )H j

は，応答加速度ベクトル  2 ( )X j − と加振力ベクトル

 ( )F j の比であるから，以下のように表される． 

       ( ) 12 2( )H j M j C K   
−

= − − + +    (6) 

 次に，求めたい未知の質量，剛性，減衰行列の推定値

を  M ,  K ,  C として，式(6)の左から  2 M− ,  j C ,
 K をそれぞれ乗じると，以下のようになる． 

   ( )        ( )2 12 2 2( )M H j M M j C K    
−

− = − − + +     (7) 

          ( ) 12 2( )j C H j j C M j C K     
−

= − − + +       (8) 

          ( ) 12 2( )K H j K M j C K   
−

= − − + +       (9) 

 式(7)から式(9)を足し合わせると，以下を得る． 

     ( ) 

     ( )      ( )

2

12 2 2

( )M j C K H j

M j C K M j C K

  

    
−

− + +

= − − + + − + +
   (10) 

式(10)において  M , K , C がそれぞれ真値 M , K ,
 C と等しい場合には，以下の式が成り立つ． 

     ( ) 2 2( )M j C K H j I   − + + = −      (11) 

ここに， I は単位行列である．加振試験で得られる FRF
は推定値であるため，式(11)の FRF を推定値 ( )H j に

書き換えると，以下のようになる． 

     ( ) 2 2( )M j C K H j I   − + + = −     (12) 

 ここで，  ( )H j は加振試験から得られるため，式

(12)の右辺と左辺の誤差が最小となるように  M ,  K ,
 C を求めればよい．次に，  M ,  K ,  C は実行列，

 ( )H j は複素行列であるから，式(12)は以下のように
実部と虚部に関する 2つの式に分解して表示できる． 

   ( )    2 2( ) ( )R IM K H j C H j I    − + − = −    (13) 

   ( )    2 ( ) ( )I RM K H j C H j O   − + + =    (14) 

ここで， ( )RH j と ( )IH j は ( )H j の実部と虚部，

Oは零行列を表す．式(13)と式(14)をまとめて，未知数
 M , K , C を分離して行列表記すると，次式を得る．  

     

     

 

 

 

2 2

2

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

T

T T T

TR R I

T T T

I I R T

K
H j H j H j I

M
OH j H j H j

C

     

    

 
  − −  −   =  
  −     
 

　

    (15) 

ここに，右上の添え字”T”は転置を表す．式(15)において，
未知数は左辺第 2項の特性行列のみであり，その他は加

振試験の結果から構成することができる．この式を，次

式のような 1次式の形式に変形し，未知数（特性行列の
各要素）に関する連立一次方程式に帰着させることで，

最小二乗法を用いて特性行列を求めることができる． 

    A x g=                                            (16) 

ここに，  A は式(15)の左辺第一項から構成される係数
行列， x は特性行列の各要素で構成される列ベクトル，

 g は式(15)の右辺から構成される列ベクトルである．
なお，特性行列を同定するためには， A は行数（連立

方程式の数）が列数（未知数の数）よりも大きい行列で

ある必要がある．特性行列の各要素は，振動系の各質量，

剛性，減衰係数から構成されているため，同定した x

からこれらの値を求めることができる．同定手法に関す

る詳細については，参考文献 13) 14)に示すとおりである． 
 
4. 加振試験を模擬した数値シミュレーション 

 
本章では，図-1 に示した質点モデルに対し，実際の

加振試験を想定した動的システムの応答シミュレーショ

ン（以下，数値シミュレーション）を行い，測定値に含

まれるノイズが動特性の同定精度に与える影響を把握し

た．なお，数値シミュレーションには，汎用の数値解析

ソフトウェアMATLABを使用した． 
 
(1) 検討方法 
図-1 に示した質点モデルに対して，表-1 に示すパラ

メータ（以下，真値）を設定した．同表に示すレール質

量の真値は，50kgN レールの締結間隔に相当する値とした．
まくらぎ質量の真値は，6号 PCまくらぎの重量の半分に相当
する値とした．軌道パッドと道床バラストの剛性および減衰係

数の真値は，温度や荷重条件（荷重や加振周波数）によって

異なるため，公称値をそのまま適用するのは妥当でない場合

があると考えられる．そこで，これらの真値については，質点

モデルの共振周波数が，後述する現地測定結果や一般的

なバラスト軌道の傾向と整合するように設定した． 

次に，図-1 に示したレール要素に-10kN（鉛直下向
き）を瞬間的に入力した際の応答加速度波形から，レー

ルとまくらぎのアクセレランスを算出した．そして， 3章
で述べた手法により動特性を同定した．なお，数値シミ

ュレーションにおけるサンプリング周波数は 10kHz，観
測時間は加振前後を含む 10 秒間とした．また，動特性
の同定に用いる FRF の周波数範囲（以下，評価帯域）
は，軌道の共振・反共振周波数や加振試験で用いるイン

パクトハンマのゲインを考慮して，10～600Hzとした． 

上記に加え，測定値に含まれるノイズが動特性の同定

精度に与える影響を把握するため，レールとまくらぎの

応答加速度波形にホワイトノイズを付加し，ホワイトノ
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イズを含んだ応答波形から動特性を同定した．なお，ホ

ワイトノイズの大きさ（標準偏差）は， 1自由度系の場
合はレールの応答加速度波形のRMS，2自由度系の場合
はまくらぎの応答加速度波形の RMS に対して 0～100%
相当の値とした．以降，上記のホワイトノイズの大きさ

をノイズ混入率と称す． 
 
(2) 同定結果 
図-2 と図-3 に，図-1 の各自由度におけるノイズ混入

率毎のFRFの同定結果を示す．同図では，ノイズ混入率
を 20%刻みで 100%まで増加させた際の結果を示す． 

図-2に示す 1自由度系においては，FRFの同定結果は
ノイズ混入率によらず真値と概ね一致する．一方，図-3

に示す 2自由度系においては，FRFの同定結果はノイズ
混入率が 60%以下では真値と概ね一致するが，ノイズ混
入率が 60%を超えると真値との乖離が大きい． 

図-4 に，動特性の同定値と真値の差を百分率で表し

た値（以下，誤差率）とノイズ混入率の関係を示す．な

お，誤差率の符号は値の大小関係を表し，正の場合は同

定値が真値よりも大きく，負の場合はその逆となる． 

図-4(a)に，1 自由度系における動特性の誤差率を示
す．各動特性の誤差率は，ノイズ混入率によらず概ね一

定である．また検討条件では，レール質量と軌道パッド

剛性の誤差率は概ね±5%以内であるのに対し，軌道パ
ッド減衰係数の誤差率は-30%程度と大きい． 

図-4(b)に，2 自由度系における動特性の誤差率を示
す．道床減衰係数の誤差率は，ノイズ混入率の増加にと

もない負値側に大きくなる傾向を示す．その他の誤差率

はノイズ混入率によらず概ね一定である．検討条件にお

ける誤差率の最大値は，レール質量で 21%程度，まくら
ぎ質量で-7%程度，軌道パッド減衰係数で±5%程度，道
床剛性で 13%程度，軌道パッド剛性で-9%程度であっ

た．なお，道床減衰係数の誤差率については，ノイズ混

入率が 80%を超えると誤差率が-50%を下回った． 

表-1 軌道のパラメータ（真値） 

(a)1自由度系 

項目 記号 単位 値 

レール質量 m  kg 32 
軌道パッド減衰係数 c  Ns/m 2.500×104 
軌道パッド剛性 k  N/m 1.0×108 

(b) 2自由度系 

項目 記号 単位 値 

まくらぎ質量 1m  kg 83 
レール質量 2m  kg 32 
道床減衰係数 1c  Ns/m 1.200×104 

軌道パッド減衰係数 2c  Ns/m 7.165×104 
道床剛性 1k  N/m 3.0×107 

軌道パッド剛性 2k  N/m 3.6×108 
 

 
図-2 周波数応答関数の同定結果（1自由度系） 

 
(a) レール 

 
(b) まくらぎ 

図-3 周波数応答関数の同定結果（2自由度系） 

 

 
(a) 1自由度系 

 
(b) 2自由度系 

図-4 同定値の誤差率とノイズ混入率 
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なお，今回はレールとまくらぎの応答加速度波形にホ

ワイトノイズを一様に付加した場合を検討したが，この

方法では，低周波数域と比べて共振・反共振点を含む高

周波数域におけるFRFの乱れが小さいため，ノイズ混入
率に対して誤差率が比較的小さくなったと考えられる．

また誤差率は，パラメータ同定に用いるFRFの周波数範
囲を 10～600Hzとした場合の結果であり，評価する周波
数帯域を変更すれば異なると考えられる． 

 以上より，実際の加振試験におけるノイズレベルを考

慮すると，FRFに明瞭な共振・反共振のピークを確認で
きれば，軌道部材の材料特性を表す剛性を実用的な精度

で評価できると考えた．なお，減衰係数の同定精度は質

量，剛性と比較して高くなく，本傾向は Wang16)の指摘

と整合しており，本手法の限界と考えられた． 
 
5. 営業線の実軌道における加振試験 

 
本章では，剛性の異なる 2種類の軌道パッドが敷設さ

れた営業線の PC まくらぎ直結軌道で加振試験を行い，

得られたFRFに3章の同定手法を適用して，軌道パッド
の動特性を同定した．なお，動特性の同定にあたっては，

図-1(a)に示した 1自由度系の質点モデルを仮定した． 
 
(1) 測定箇所 
図-5 に測定箇所の概要図を示す．測定箇所は，地下

鉄路線の曲線区間に位置し，軌道構造は PC まくらぎ直

結軌道，レール種別は 50kgN，まくらぎは PC まくらぎ

（直結軌道の曲線用），締結装置はナブラ型，締結間隔

は 0.625m である．軌道パッドの剛性（公称値）は，測

点Aでは 30MN/m，測点Bでは 50MN/mである．加振試

験では，加速度ピックアップ（RION社製：PV-86）を締
結装置直上の外軌頭部の側面にベークライト板を介して

エポキシ系樹脂で固定し，レールの上下振動加速度（以

下，レール振動加速度）を測定した．  

(2) 加振方法 
加振試験では，インパクトハンマ（東陽テクニカ社

製：086D50）で締結直上のレール頭頂面を上下方向に
衝撃加振した．ここで，動特性の同定結果の再現性を確

認するために，試番数は測点 A，Bともに 5試番（以下，
試番 1～試番 5）ずつとし，加振後にレール振動加速度
が十分に収束したことを確認しながら，1試番あたり 10
回加振した． 
図-6に加振力のパワースペクトル密度（以下，PSD）

の例を示す．同図に示すように，400Hz 程度までは概ね
フラットな周波数特性で十分な加振力が得られている．

なお，各加振における加振力の最大値は，10～25kN 程

度の範囲に分布した． 
 

(3) 測定・分析方法 
インパクトハンマの加振力，およびレール振動加速度

は，サンプリング周波数 12kHzで収録した．なお，収録
時にはチャージアンプで 10kHzのローパスフィルタ処理
を行っている． 

3 章で述べた同定手法に用いるアクセレランスは，以
下の手順により算出した．まず，加振力およびレール振

動加速度の測定波形のPSDとクロススペクトルを算出す
る．このとき，解析データ長は 10 加振分の応答を含む
ように設定し，FFTポイント数は8192点（0.683秒相当），
窓関数はハニング窓，窓関数のずらし幅は 205点（0.017
秒相当）とした．そして，クロススペクトルを加振力の

PSDで除して，アクセレランスを算出した． 
 
(4) 測定結果 
図-7 に，加振力とレール振動加速度の波形の例を示

す．加振力の符号は，加速度の極性とあわせるために負

値とした．レール振動は加振後から一様に減衰し，概ね

0.04秒以内に収束していることが分かる．図-8にレール

振動加速度と加振力のコヒーレンスを示す．同図より，

 

図-5 測定箇所の概要 

 
図-6 加振力の PSDの例 

 
(a) 測点 A（軌道パッド剛性 30MN/m） 

 

(b) 測点 B（軌道パッド剛性 50MN/m） 

図-7 加振力とレール振動加速度波形の例 
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概ね 10～700Hz 程度ではコヒーレンスが 0.7 程度以上で
あり，加振力と応答加速度の相関が高いことを示す． 
図-9 にレールの FRF の例を示す．同図より，10～

1000Hz程度の周波数域では，測点A，Bともに試番によ
らずFRFの形状は概ね等しい．また，測点Bでは共振峰
の形状が歪んでいるが，共振峰の位置から読み取れるお

およその共振周波数は，測点Aで220Hz程度，測点Bで
290Hz程度であった． 
  
(5) 同定結果 
 3章で述べた動特性の同定手法に前節で得た FRFを適
用して，軌道パッドの動特性を同定した．同手法を用い

る場合，動特性を適切に評価するためには，共振峰を含

むようにFRFの評価帯域（以下，評価帯域）を設定する
必要がある．ここで，評価帯域が動特性の同定結果に与

える影響を把握するため，図-10 に示すように評価帯域

を10～250Hz（以下，ケース①），10～300Hz（以下，ケ
ース②），10～350Hz（以下，ケース③）として動特性
を同定した．ここで，ケース①は測点Aで見られる共振
峰を含む帯域，ケース②は測点Aおよび測点Bで見られ
る共振峰を含む帯域，ケース③は何れの測点で見られる

共振峰よりも高周波側により広い帯域である．  
 図-11に各測点における FRFの同定結果の例を示す．
図-11(a)は，測点 A（軌道パッド剛性 30MN/m）におけ
る試番 1の同定結果を示す．同図より，ケース①の FRF
の共振峰の位置は，同定結果と測定結果で概ね一致して

いる．また，評価帯域を拡大するほど，同定された FRF
の形状はなだらかなとなる．図-11(b)は，測点 B（軌道
パッド剛性 50MN/m）における試番 1の同定結果を示す．
同図より，測定結果の共振峰は測点Aほど明瞭でないが，
ケース①②の同定結果は共振峰の位置を概ね捉えている．

なお，本研究の同定手法はFRFの実部と虚部を連立して

解くため，今回の同定条件においては共振峰を含まない

ケース①も良好な同定結果となった可能性があるが，通

常は共振峰を含む帯域で評価すべきである．評価帯域の

拡大に伴い同定されたFRFがなだらかな形状となる傾向
は，測点Aと同様である． 
 図-12 に，動特性（レール質量，軌道パッド剛性，軌

道パッド減衰係数）の同定結果の例を示す．同図には，

5試番の同定値から算出した平均値と標準偏差を示す． 
 図-12(a)にレール質量の同定結果を示す．測点Aでは，
ケース①②と比較して，共振峰よりも高周波側のFRFを
含むケース③では標準偏差が大きく，同定値は小さくな

る．ここで，標準偏差の小さいケース①②に着目すると，

同定値の平均値は 64～66kg程度，標準偏差は 0.7～0.9kg
程度となった．一方，測点Bでは評価帯域によらず測点
Aよりも標準偏差が大きい傾向にある．ここで，共振峰

を含むケース②③に着目すると，同定値の平均値は 47

 
(a) 測点 A（軌道パッド剛性 30MN/m） 

 
(b) 測点 B（軌道パッド剛性 50MN/m） 

図-8 加振力とレール振動加速度のコヒーレンス 

 
図-10 評価帯域と周波数応答関数の共振峰の関係 

 

(a) 測点 A（軌道パッド剛性 30MN/m） 

 

(b) 測点 B（軌道パッド剛性 50MN/m） 

図-9 周波数応答関数の例（測定結果） 
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～55kg程度，標準偏差は 3.7～3.8kg程度であった． 
 図-12(b)に軌道パッド剛性の同定結果を示す．測点 A
では，レール質量の同定値に見られた傾向と同様に，共

振峰よりも高周波側を含むケース③では，標準偏差が大

きく，同定値は小さくなる．ここで，標準偏差の小さい

ケース①②に着目すると，同定値の平均値は 127～
130MN/m 程度，標準偏差は 1.5～1.6MN/m 程度であった．

測点Bでは，レール質量の同定値に見られた傾向と同様
に，FRFの評価帯域によらず測点Aよりも標準偏差が大
きい傾向にある．ここで，共振峰を含むケース②③に着

目すると，同定値の平均値は 202～219MN/m程度，標準

偏差は10.1～10.9MN/m程度であった．軌道パッド剛性の
同定値は公称値と比較して大きいが，これは周波数およ

び荷重振幅の違いによると考えられる 3)．一方，同定値

の平均値の比は，各測点の軌道パッド剛性の公称値

（30MN/m，50MN/m）の比と概ね等しかった． 
  図-12(c)に軌道パッド減衰係数の同定結果を示す．同

図より，評価帯域の拡大に伴って，同定値は大きくなる

傾向にある，なお，評価帯域が同じ場合，同定値は測点

A，B ともに同程度の値となった．評価帯域の拡大によ

り減衰係数の同定値が大きくなる原因として，FRFのば
らつきは低周波側よりも高周波側で大きく，共振峰より

も高周波側の情報を同定に用いることでFRFが平均化さ
れ，図-11 に示したように共振峰のピークがなだらかな

形状になるためと考えられる． 
 以上の同定値は，軌道を加振した際の応答を質点モデ

ルで再現した場合の動特性であり，等価質量・剛性 6)と

直接比較できるものではない．ここで，適切なFRFの評
価帯域を設定すれば，軌道パッド剛性の同定結果は再現

性が高く（標準偏差が小さい），軌道パッド剛性の同定

値（127～130MN/m，202～219MN/m）の比は公称値（30
MN/m，50MN/m）の比と概ね等しいことから，本手法
で劣化による軌道パッド剛性の変化等を評価できる可能

性がある．ただし，測点Aでケース③の同定結果が他ケ
ースと異なるように，評価帯域が共振峰よりも高周波側

に広い場合，レール内を伝播する波動など質点モデルで

は考慮されない連続体としての軌道の挙動が，同定結果

に影響する可能性がある．また，軌道パッド減衰係数の

同定値は， FRFの評価帯域によって大きく変化し，本手
法による評価は困難と考えられた． 
なお，一般に軌道部材の動特性は，車両による予荷重

の有無や，加振力の特性（大きさや周波数特性），部材

の支持状態によって異なると考えられる．そのため，上

記の諸要因を材料試験や数値解析等により考慮し，同定

値の妥当性を検証するとともに，様々な軌道構造に対す

る本手法の有効性を検証する必要がある． 

 

(a) 測点 A（軌道パッド剛性 30MN/m） 

 

(b) 測点 B（軌道パッド剛性 50MN/m） 

図-11 周波数応答関数の同定結果の例 
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(a) レール質量 

 
(b) 軌道パッド剛性 

 
(c) 軌道パッド減衰係数 

図-12 動特性の同定結果の例 
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6. まとめ 

 
本論文では，敷設供用下における軌道部材の動特性を

同定する実用的な手法を開発するための基礎検討として，

周波数応答関数を用いた実験的同定法の適用を検討し，

加振試験を模擬した数値シミュレーションや実軌道で実

施した加振試験により，その適用性を検証した． 
(1) 加振試験を想定した数値シミュレーションを行い，

測定ノイズが動特性の同定精度に与える影響を把

握した．その結果，実際の加振試験のノイズレベ

ルにおいては，周波数応答関数に明瞭な共振・反

共振のピークを確認できれば，実用的な精度で軌

道部材の質量と剛性を評価できると考えられた． 
(2) 営業線の PCまくらぎ直結軌道で衝撃加振試験を実

施し，軌道部材の動特性を同定した．その結果，

共振峰を含む適切な周波数域の周波数応答関数を

用いることで，実用的なばらつき（標準偏差）の

範囲内で軌道パッド剛性を評価できると考えられ

た．一方，軌道パッド減衰係数については，同定

条件によって同定結果が大きく異なった． 
(3) 軌道部材の動特性は，加振力の特性（大きさや周

波数特性）や軌道の支持状態によって異なると考

えられるため，同定値の妥当性については材料試

験や数値解析等により検証する必要がある． 
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A FUNDAMENTAL STUDY ON PRACTICAL METHOD FOR IDENTIFYING 
DYNAMIC PROPERTIES OF RAILWAY TRACK COMPONENTS BY IMPACT 

EXCITATION TEST 
Kazuhiro KAJIHARA, Tatsuya TONAI and Hirofumi TANAKA 

 
Identifying dynamic properties (mass, stiffness and damping) of in-situ railway track components is im-

portant for efficient track maintenance operation. However, dynamic properties of track components such 
as rail pad are generally evaluated from laboratory tests, and their results do not completely reflect the in-
situ conditions. Therefore, this study investigates the applicability of the experimental identification method 
for dynamic properties of in-situ railway track. For this purpose, a series of numerical simulations assuming 
hammer excitation test is first conducted to understand the effect of measurement noise on the identification 
accuracy. In addition, the effectiveness of this method was verified from the results of field measurements. 
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